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�愛媛県告示第２６６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２６７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 目 次 �
告 示

○ 指定居宅サービス事業者の指定…………………………………………１５８

○ 指定介護予防サービス事業者の指定……………………………………１５８

○ 指定介護療養型医療施設の指定…………………………………………１５９

○ 指定居宅サービス事業を行う事業所の所在地の変更…………………１５９

○ 指定居宅介護支援事業を行う事業所の所在地の変更…………………１５９

○ 指定介護予防サービス事業を行う事業所の所在地の変更……………１５９

○ 指定居宅サービス事業の廃止……………………………………………１６０

○ 指定介護予防サービス事業の廃止………………………………………１６０

○ 指定介護療養型施設の指定の辞退………………………………………１６０

○ 県営土地改良事業の事業変更計画書の縦覧……………………………１６１

○ 公有水面埋立工事のしゅん功認可………………………………………１６１

発 行 愛 媛 県

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７１９４ 株式会社アコンプリシー 愛媛県松山市天山三丁目
１２番１０号

特定施設入居者生
活介護

介護付有料老人ホーム笑
歩会天山

愛媛県松山市天山三丁目
１２番１０号 平成２１年１月４日

３８７１３００４６７ 株式会社トータル・ライ
フサービス愛媛

愛媛県四国中央市三島中
央一丁目１番８５号 訪問介護 訪問介護事業所ケアライ

フ
愛媛県四国中央市三島中
央一丁目１番８５号 平成２１年１月１０日

３８７０１０７２０２ 株式会社エコジャパン 愛媛県松山市中央一丁目
１７番３５号 特定福祉用具販売 介護用品の専門店はっぴ

ー
愛媛県松山市中央一丁目
１７番３５号 平成２１年１月１５日

３８７０６０１００６ エンジョイライフ株式会
社

愛媛県西条市北条４７２番
地３ 通所介護 シグナルケアステーショ

ン
愛媛県西条市北条４７２番
地３ 平成２１年１月１５日

○ 都市計画事業の施行（３件）……………………………………………１６１

○ 土地改良事業の工事完了の届出…………………………………………１６２

○ 土地改良区役員の就退任の届出…………………………………………１６２

○ 道路の区域変更（県道佐田岬三崎線）…………………………………１６３

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………１６３

○ 道路の位置の指定…………………………………………………………１６３

公 告

○ 技能検定の実施（２件）…………………………………………………１６３

○ 二級建築士試験及び木造建築士試験の施行……………………………１６５

監査公表

○ 住民監査請求に係る監査結果の公表……………………………………１６６

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７１９４ 株式会社アコンプリシー 愛媛県松山市天山三丁目
１２番１０号

介護予防特定施設
入居者生活介護

介護付有料老人ホーム笑
歩会天山

愛媛県松山市天山三丁目
１２番１０号 平成２１年１月４日

３８７１３００４６７ 株式会社トータル・ライ
フサービス愛媛

愛媛県四国中央市三島中
央一丁目１番８５号 介護予防訪問介護 訪問介護事業所ケアライ

フ
愛媛県四国中央市三島中
央一丁目１番８５号 平成２１年１月１０日

３８７０１０７２０２ 株式会社エコジャパン 愛媛県松山市中央一丁目
１７番３５号

特定介護予防福祉
用具販売

介護用品の専門店はっぴ
ー

愛媛県松山市中央一丁目
１７番３５号 平成２１年１月１５日

３８７０６０１００６ エンジョイライフ株式会
社

愛媛県西条市北条４７２番
地３ 介護予防通所介護 シグナルケアステーショ

ン
愛媛県西条市北条４７２番
地３ 平成２１年１月１５日

毎週（火・金）曜日発行 第２０４４号 平成２１年３月３日

平成２１年３月３日火曜日 第２０４４号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第２６８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４８条第１項第３号の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設を指定した。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２６９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２７０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２７１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定介護療養型医療
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設

指定年月日
名 称 所 在 地

３８１０５１０７８８ 医療法人せいだ循環器内
科

愛媛県新居浜市横水町２
番５１号

介護療養型医療施
設 せいだ循環器内科 愛媛県新居浜市横水町２

番５１号 平成２１年１月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０２４２７ 有限会社アシストジャパ
ン

愛媛県松山市南高井町１８
１７－１ 通所介護

アシストジャパンデイ
サービスセンター１号
館

愛媛県松山市久米窪
田町１１６４－３

愛媛県松山市久米窪
田町７１３－１

平成２１年
１月４日

３８７０１０４７０４ 有限会社コンシェルジュ 愛媛県松山市和田甲５３番
地１ 訪問介護 ヘルププラザももたろ

う
愛媛県松山市和田甲
５３番地１

愛媛県松山市高浜町
一丁目乙６０－１５０

平成２１年
１月５日

３８７０１０４７１２ 有限会社コンシェルジュ 愛媛県松山市和田甲５３番
地１ 通所介護 ケアスペースももたろ

う
愛媛県松山市和田甲
５３番地１

愛媛県松山市高浜町
一丁目乙６０－１５０

平成２１年
１月５日

３８７０６００９４１ 株式会社バリューシード 愛媛県西条市氷見丙４４４
番地１

福祉用具
貸与

株式会社バリューシー
ド

愛媛県西条市北条２３
１番地１

愛媛県西条市大町１１
７６－１

平成２１年
１月５日

３８７０６００９４１ 株式会社バリューシード 愛媛県西条市氷見丙４４４
番地１

特定福祉
用具販売

株式会社バリューシー
ド

愛媛県西条市北条２３
１番地１

愛媛県西条市大町１１
７６－１

平成２１年
１月５日

３８７０５０１３８８ 有限会社ライフケア 愛媛県新居浜市宮原町１２
番２１号 訪問介護 ライフケア 愛媛県新居浜市宮原

町１２番２１号
愛媛県新居浜市中筋
町一丁目６番４号

平成２１年
１月１３日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０５００８ 有限会社コンシェルジュ 愛媛県松山市和田甲５３番
地１

居宅介護
支援 ケアプラザももたろう 愛媛県松山市和田甲

５３番地１
愛媛県松山市高浜町
一丁目乙６０－１５０

平成２１年
１月５日

３８７０５０１３９６ 有限会社ライフケア 愛媛県新居浜市宮原町１２
番２１号

居宅介護
支援 ライフケア 愛媛県新居浜市宮原

町１２番２１号
愛媛県新居浜市中筋
町一丁目６番４号

平成２１年
１月１３日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０２４２７ 有限会社アシストジャパ
ン

愛媛県松山市南高井町１８
１７－１

介護予防
通所介護

アシストジャパンデイ
サービスセンター１号
館

愛媛県松山市久米窪
田町１１６４－３

愛媛県松山市久米窪
田町７１３－１

平成２１年
１月４日

愛 媛 県 報平成２１年３月３日 第２０４４号
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�愛媛県告示第２７２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２７３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所を廃止した旨の届出があった。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２７４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８７０１０４７０４ 有限会社コンシェルジュ 愛媛県松山市和田甲５３番
地１

介護予防
訪問介護

ヘルププラザももたろ
う

愛媛県松山市和田甲
５３番地１

愛媛県松山市高浜町
一丁目乙６０－１５０

平成２１年
１月５日

３８７０１０４７１２ 有限会社コンシェルジュ 愛媛県松山市和田甲５３番
地１

介護予防
通所介護

ケアスペースももたろ
う

愛媛県松山市和田甲
５３番地１

愛媛県松山市高浜町
一丁目乙６０－１５０

平成２１年
１月５日

３８７０６００９４１ 株式会社バリューシード 愛媛県西条市氷見丙４４４
番地１

介護予防
福祉用具
貸与

株式会社バリューシー
ド

愛媛県西条市北条２３
１番地１

愛媛県西条市大町１１
７６－１

平成２１年
１月５日

３８７０６００９４１ 株式会社バリューシード 愛媛県西条市氷見丙４４４
番地１

特定介護
予防福祉
用具販売

株式会社バリューシー
ド

愛媛県西条市北条２３
１番地１

愛媛県西条市大町１１
７６－１

平成２１年
１月５日

３８７０５０１３８８ 有限会社ライフケア 愛媛県新居浜市宮原町１２
番２１号

介護予防
訪問介護 ライフケア 愛媛県新居浜市宮原

町１２番２１号
愛媛県新居浜市中筋
町一丁目６番４号

平成２１年
１月１３日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６９２３ 医療法人順風会 愛媛県松山市天山二丁目
３番３０号 訪問介護 ヘルパーステーション高

砂
愛媛県松山市高砂町二丁
目３番１号 平成２０年１２月３１日

３８７３９００４２１ 吉田興産有限会社 愛媛県北宇和郡鬼北町大
字内深田１０６７番地２ 福祉用具貸与 介護福祉サービスさくら 愛媛県北宇和郡鬼北町内

深田１０６７番地２ 平成２０年１２月３１日

３８６０１９０８７９ 医療法人明星会 愛媛県松山市井門町４６２
番地１ 訪問看護 訪問看護ステーション明

星
愛媛県松山市井門町４６２
番地１ 平成２１年１月２０日

３８１０１１１０２５ 医療法人中川病院 愛媛県松山市南梅本町甲
５８番地

通所リハビリテー
ション 中川病院 愛媛県松山市南梅本町甲

５８番地 平成２１年１月２２日

３８７０１０３２４３ 医療法人中川病院 愛媛県松山市南梅本町甲
５８番地 訪問介護 訪問介護事業所なかがわ 愛媛県松山市南梅本町甲

５８番地 平成２１年１月２２日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６９２３ 医療法人順風会 愛媛県松山市天山二丁目
３番３０号 介護予防訪問介護 ヘルパーステーション高

砂
愛媛県松山市高砂町二丁
目３番１号 平成２０年１２月３１日

３８６０１９０８７９ 医療法人明星会 愛媛県松山市井門町４６２
番地１ 介護予防訪問看護 訪問看護ステーション明

星
愛媛県松山市井門町４６２
番地１ 平成２１年１月２０日

３８１０１１１０２５ 医療法人中川病院 愛媛県松山市南梅本町甲
５８番地

介護予防通所リハ
ビリテーション 中川病院 愛媛県松山市南梅本町甲

５８番地 平成２１年１月２２日

３８７０１０３２４３ 医療法人中川病院 愛媛県松山市南梅本町甲
５８番地 介護予防訪問介護 訪問介護事業所なかがわ 愛媛県松山市南梅本町甲

５８番地 平成２１年１月２２日
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�愛媛県告示第２７５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、南宇和郡愛南町僧都、城辺、正木、増田及び中川地域に係る

県営土地改良事業計画を変更したので、同条第６項において準用す

る同法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計

画書の写しを縦覧に供する。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・南宇和地区）変更計画書の

写し

２ 縦覧期間

平成２１年３月４日から４月１日まで

３ 縦覧場所

愛南町役場本庁及び一本松支所

�������
�愛媛県告示第２７６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所において告

示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２１年３月３日

波方港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸 守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域

� 位置

今治市波方町波方字北ノ手甲２６２２番１８から同２５３３番５を経て

同２５３３番６に至る間の地先公有水面

� 区域

次の１点から２５点までを順次直線で結んだ線並びに２５点と１

点を結ぶ平成１４年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋４．４７メートル）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市波方町波方字石持乙４８２番地の１国土地理院

「長泉寺」四等三角点）は、北緯３４度０７分１０秒０４７２、東経１３２

度５７分２９秒８５４５の地点

１点は、基点から真北３１８度３４分０３秒８３６．８２メートルの地点

２点は、１点から真北１７２度２１分５４秒１２．９８メートルの地点

３点は、２点から真北１６９度１６分１５秒５．００メートルの地点

４点は、３点から真北１６５度３９分０９秒１４．１１メートルの地点

５点は、４点から真北１５７度２８分０６秒１８．３８メートルの地点

６点は、５点から真北１５１度１６分２９秒６．７６メートルの地点

７点は、６点から真北１４７度２３分４９秒１３．１８メートルの地点

８点は、７点から真北１４４度２５分５３秒１１．４５メートルの地点

９点は、８点から真北１４３度１４分４４秒８．３８メートルの地点

１０点は、９点から真北１４２度０４分２７秒２０．８３メートルの地点

１１点は、１０点から真北１４０度３９分３０秒１８．９１メートルの地点

１２点は、１１点から真北１３９度３４分４３秒１０．２８メートルの地点

１３点は、１２点から真北１３８度５１分２４秒６．８９メートルの地点

１４点は、１３点から真北１３８度３８分３０秒６．８７メートルの地点

１５点は、１４点から真北１３７度２９分４７秒６．８５メートルの地点

１６点は、１５点から真北４９度１７分４２秒５．６２メートルの地点

１７点は、１６点から真北１３４度２９分５６秒８．２９メートルの地点

１８点は、１７点から真北１３４度２９分１２秒１２．７７メートルの地点

１９点は、１８点から真北１３４度２７分２８秒６．６１メートルの地点

２０点は、１９点から真北１２９度４０分５８秒１９．３９メートルの地点

２１点は、２０点から真北１２９度４３分１５秒８．８２メートルの地点

２２点は、２１点から真北１２７度０４分２１秒１０．９１メートルの地点

２３点は、２２点から真北１２７度１２分４２秒１２．０５メートルの地点

２４点は、２３点から真北１２７度０７分５０秒８．７５メートルの地点

２５点は、２４点から真北１２７度１０分１５秒５．６６メートルの地点

� 面積

９１６．０５平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１７年８月２３日 愛媛県指令１６港第８７８号

４ しゅん功認可年月日

平成２１年３月３日

�������
�愛媛県告示第２７７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第２項の規定による

都市計画事業の施行について、次のとおり公告する。

なお、事業地の一部について、都市計画法第６９条の規定により適

用される土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３１条の規定により、

都市計画事業の認可後の収用又は使用の手続を保留するので、併せ

て公告する。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画事業の種類及び名称

松山広域都市計画都市高速鉄道事業

四国旅客鉄道株式会社 予讃線

２ 施行者の名称

愛媛県

３ 事務所の所在地

松山市一番町四丁目４番地２

４ 事業地の所在

� 収用の部分

愛媛県松山市美沢二丁目、朝日ヶ丘二丁目、美沢一丁目、朝

美二丁目、愛光町、辻町、南江戸一丁目、竹原二丁目、竹原

介 護 保 険
事業者番号

指定介護療養型医療
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０５２１４１３ 清田 正夫 愛媛県新居浜市横水町２
番５１号

介護療養型医療施
設 せいだ循環器科内科 愛媛県新居浜市横水町２

番５１号 平成２０年１２月３１日

愛 媛 県 報平成２１年３月３日 第２０４４号
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三丁目、空港通一丁目、雄郡二丁目、小栗町、小栗七丁目、

土居田町、保免上一丁目、保免上二丁目、保免中一丁目、保

免中二丁目、保免中三丁目、市坪西町、市坪北二丁目、市坪

南二丁目及び市坪南三丁目地内

愛媛県伊予郡松前町大字中川原、大字出作、大字神崎及び大

字鶴吉地内

愛媛県伊予市宮下、上野及び上三谷地内

� 使用の部分

なし

５ 収用又は使用の手続を保留する事業地の範囲

愛媛県松山市辻町及び南江戸一丁目地内

�������
�愛媛県告示第２７８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第２項の規定による

都市計画事業の施行について、次のとおり公告する。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画事業の種類及び名称

松山広域都市計画道路事業

７・７・４松山駅北高架側道西線

２ 施行者の名称

愛媛県

３ 事務所の所在地

松山市一番町四丁目４番地２

４ 事業地の所在

� 収用の部分

愛媛県松山市朝美二丁目、愛光町及び辻町地内

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第２７９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第２項の規定による

都市計画事業の施行について、次のとおり公告する。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画事業の種類及び名称

松山広域都市計画道路事業

７・７・５松山駅南高架側道西線

２ 施行者の名称

愛媛県

３ 事務所の所在地

松山市一番町四丁目４番地２

４ 事業地の所在

� 収用の部分

愛媛県松山市南江戸一丁目及び竹原三丁目地内

� 使用の部分

なし

�������
�愛媛県告示第２８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、今治市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２１年３月３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（農
道） 法界寺地区 平成２１年２月１９日

�������
�愛媛県告示第２８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西予市明浜町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２１年３月３日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 上 甲 榮 洋 西予市明浜町俵津３番耕地３８番地

〃 酒 井 宇之吉 西予市明浜町俵津３番耕地６２番地

〃 篠 川 久 詩 西予市明浜町俵津２番耕地８５８番地８

〃 三 浦 要 作 西予市明浜町俵津２番耕地５５２番地

〃 佐 藤 勇 西予市明浜町俵津５番耕地１８９番地１０

〃 高 岡 和 廣 西予市明浜町俵津３番耕地１７２番地第９

〃 大 早 稔 西予市明浜町渡江１３３番地

〃 宇都宮 俊 文 西予市明浜町狩浜１番耕地２０８番地

〃 上 田 数 富 西予市明浜町狩浜２番耕地２０７５番地

〃 大 津 晴 男 西予市明浜町狩浜３番耕地１５４番地

〃 増 田 崇 康 西予市明浜町高山甲１４８８番地

〃 桐 山 壽 男 西予市明浜町高山甲３５６０番地

〃 松 本 繁 二 西予市明浜町高山甲１３９６番地

〃 松 島 義 幸 西予市明浜町宮野浦甲１４７５番地第４

〃 山 村 庄 三 西予市明浜町宮野浦甲１０４９番地

〃 有 田 勇 西予市明浜町田之浜甲７６４番地

〃 中 山 源 綱 西予市明浜町田之浜甲７８６番地

監 事 坂 本 甚 松 西予市明浜町俵津１番耕地４４８番地

〃 山 口 重 徳 西予市明浜町渡江１２４番地１

〃 魚 田 庄次郎 西予市明浜町宮野浦甲１０４６番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 上 甲 榮 洋 西予市明浜町俵津３番耕地３８番地

〃 酒 井 宇之吉 西予市明浜町俵津３番耕地６２番地

〃 佐 藤 盛 義 西予市明浜町俵津２番耕地４８１番地

〃 三 浦 要 作 西予市明浜町俵津２番耕地５５２番地

〃 佐 藤 勇 西予市明浜町俵津５番耕地１８９番地１０

〃 安 藤 芳 夫 西予市明浜町俵津３番耕地３５３番地第１

〃 清 水 利 明 西予市明浜町渡江１２３番地１

〃 宇都宮 俊 文 西予市明浜町狩浜１番耕地２０８番地

〃 斉 藤 達 文 西予市明浜町狩浜３番耕地１４０５番地

〃 亀 井 秀 男 西予市明浜町狩浜３番耕地１９５番地１

〃 増 田 崇 康 西予市明浜町高山甲１４８８番地

〃 桐 山 壽 男 西予市明浜町高山甲３５６０番地

〃 松 本 繁 二 西予市明浜町高山甲１３９６番地

愛 媛 県 報平成２１年３月３日 第２０４４号
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公 告

〃 松 島 義 幸 西予市明浜町宮野浦甲１４７５番地第４

〃 魚 田 庄次郎 西予市明浜町宮野浦甲１０４６番地

〃 平 野 武 男 西予市明浜町田之浜甲５１６番地

〃 中 山 源 綱 西予市明浜町田之浜甲７８６番地

�������
�愛媛県告示第２８４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年３月３日

南予地方局長 渡 部 敏 夫

１ 指定年月日及び番号

平成２１年２月１８日 ２０大土建（道）第３号

２ 道路の位置

喜多郡内子町内子８８５番地

幅員 ４．０メートル～５．０メートル

延長 ７３．３２メートル

３ 申請人の住所及び氏名

松山市土居町７４７―４―２０１

STUDIO DAZED

代表 若松 浩司

４ 図面省略

�愛媛県告示第２８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

技能検定の実施について

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第６６条第３項の規定に基づき、前期技能検定の実施について次のとおり公示す

る。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施職種及び等級の区分

技能検定は、次の表の左欄に掲げる職種について、同表の右欄に掲げる等級に区分して実施する。

職 種 等 級

造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るものに限る。）、
機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライス盤、数値制御フライス盤、平面研削盤、円筒研削盤、ボブ盤及びマシニングセン
タに係るものに限る。）、放電加工、金属プレス加工、鉄工（製缶及び構造物鉄工に係るものに限る。）、建築板金、工場板金
（曲げ板金及び打出し板金に係るものに限る。）、仕上げ、電子機器組立て、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立てに係るも

１級及び２級

監 事 坂 本 甚 松 西予市明浜町俵津１番耕地４４８番地

〃 上 田 数 富 西予市明浜町狩浜２番耕地２０７５番地

〃 有 田 勇 西予市明浜町田之浜甲７６４番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 佐田岬三崎線
西宇和郡伊方町三崎４３３０番２から

同町三崎１８４８番まで

旧 ６．６～２４．１ ０．３１０

新 １３．０～４１．６ ０．３１０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 佐田岬三崎線
西宇和郡伊方町三崎４３３０番２から

同町三崎１８４８番まで
平成２１年３月３日
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のに限る。）、産業車両整備、建設機械整備、婦人子供服製造（婦人子供注文服製作に係るものに限る。）、木型製作、家具製
作（家具手加工に係るものに限る。）、建具製作（木製建具手加工に係るものに限る。）、印刷、プラスチック成形（射出成形
及びインフレーション成形に係るものに限る。）、陶磁器製造（手ろくろ成形に係るものに限る。）、石材施工（石張り及び石
積みに係るものに限る。）、とび、左官、ブロック建築、タイル張り、畳製作、防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事、アク
リルゴム系塗膜防水工事、シーリング防水工事及びＦＲＰ防水工事に係るものに限る。）、内装仕上げ施工（プラスチック系床
仕上げ工事、カーペット系床仕上げ工事、鋼製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに限る。）、熱絶縁施工（保温保冷工
事に係るものに限る。）、サッシ施工、表装、塗装（建築塗装及び金属塗装に係るものに限る。）、広告美術仕上げ（広告面粘
着シート仕上げに係るものに限る。）、写真、商品装飾展示及びフラワー装飾

造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るものに限る。）、
機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライス盤、平面研削盤及びマシニングセンタに係るものに限る。）、建築板金（内外装
板金に係るものに限る。）、工場板金（曲げ板金及び打出し板金に係るものに限る。）、仕上げ（機械組立仕上げに係るものに
限る。）、機械保全（機械系保全及び電気系保全に係るものに限る。）、電子機器組立て、とび、左官、ブロック建築、内装仕
上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、カーペット系床仕上げ工事、鋼製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに限る。）、
塗装（金属塗装に係るものに限る。）、広告美術仕上げ（広告面粘着シート仕上げに係るものに限る。）、写真、商品装飾展示
及びフラワー装飾

３級

２ 試験の方法

実技試験及び学科試験

３ 実施期日及び実施場所

� 実施期日

ア 実技試験

平成２１年６月８日（月）から９月１３日（日）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

イ 学科試験

実施職種ごとに、次の表のとおりとする。

職 種 等 級 実 施 期 日

造園、鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライス盤、
平面研削盤及びマシニングセンタに係るものに限る。）、建築板金（内外装板金に係るものに限る。）、
工場板金（曲げ板金及び打出し板金に係るものに限る。）、仕上げ（機械組立仕上げに係るものに限る。）、
機械保全（機械系保全及び電気系保全に係るものに限る。）、電子機器組立て、とび、左官、ブロック
建築、内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、カーペット系床仕上げ工事、鋼製下地工事及び
ボード仕上げ工事に係るものに限る。）、塗装（金属塗装に係るものに限る。）、広告美術仕上げ（広
告面粘着シート仕上げに係るものに限る。）、商品装飾展示及びフラワー装飾

３級 平成２１年７月２６日�

造園、金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るものに限る。）、金属プレス加工、
産業車両整備、プラスチック成形（射出成形及びインフレーション成形に係るものに限る。）、とび、
防水施工（ウレタンゴム系塗膜防水工事、アクリルゴム系塗膜防水工事、シーリング防水工事及びＦＲ
Ｐ防水工事に係るものに限る。）、サッシ施工及び塗装（建築塗装及び金属塗装に係るものに限る。）

１級及び２級
平成２１年８月２３日�

金属熱処理（一般熱処理及び浸炭・浸炭窒化・窒化処理に係るものに限る。） ３級

機械加工（普通旋盤、数値制御旋盤、フライス盤、数値制御フライス盤、平面研削盤、円筒研削盤、ボ
ブ盤及びマシニングセンタに係るものに限る。）、鉄工（製缶及び構造物鉄工に係るものに限る。）、
電子機器組立て、建設機械整備、婦人子供服製造（婦人子供注文服製作に係るものに限る。）、木型製
作、家具製作（家具手加工に係るものに限る。）、建具製作（木製建具手加工に係るものに限る。）、
印刷、左官、畳製作、内装仕上げ施工（プラスチック系床仕上げ工事、カーペット系床仕上げ工事、鋼
製下地工事及びボード仕上げ工事に係るものに限る。）、広告美術仕上げ（広告面粘着シート仕上げに
係るものに限る。）及び商品装飾展示

１級及び２級 平成２１年８月３０日�

写真 １級、２級及び３級 平成２１年９月２日�

鋳造（鋳鉄鋳物鋳造に係るものに限る。）、放電加工、建築板金、工場板金（曲げ板金及び打出し板金
に係るものに限る。）、仕上げ、電気機器組立て（配電盤・制御盤組立てに係るものに限る。）、陶磁
器製造（手ろくろ成形に係るものに限る。）、石材施工（石張り及び石積みに係るものに限る。）、ブ
ロック建築、タイル張り、熱絶縁施工（保温保冷工事に係るものに限る。）、表装及びフラワー装飾

１級及び２級 平成２１年９月６日�

� 実施場所

愛媛県職業能力開発協会が指定する場所

４ 技能検定受検申請書の提出期間

平成２１年４月２日（木）から１５日（水）まで。ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

５ 技能検定受検申請書の請求先及び提出先

松山市三番町四丁目１０番地１ 愛媛県三番町ビル内

愛媛県職業能力開発協会

�公 告

技能検定の実施について

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第６６条第３項の規定に基づき、随時技能検定の実施について次のとおり公示す
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二級建築士試験及び木造建築士試験の施行について

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第１３条の規定により、平成２１

年二級建築士試験及び木造建築士試験を次のとおり施行する。

なお、試験の実施に関する事務は、財団法人建築技術教育普及セ

ンターに行わせる。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の施行日時

� 二級建築士試験

ア 学科の試験

平成２１年７月５日（日）午前１０時から午後５時１０分まで

イ 建築設計製図の試験

平成２１年９月１３日（日）午前１１時３０分から午後４時まで

� 木造建築士試験

ア 学科の試験

平成２１年７月２６日（日）午前１０時から午後５時１０分まで

イ 建築設計製図の試験

平成２１年１０月１１日（日）午前１１時３０分から午後４時まで

２ 試験の場所

� 二級建築士試験

ア 学科の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

イ 建築設計製図の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

� 木造建築士試験

ア 学科の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

イ 建築設計製図の試験

松山市文京町３ 愛媛大学

３ 受験申込手続

� インターネットによる受験申込み

る。

平成２１年３月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施職種及び等級の区分

技能検定は、次の表の左欄に掲げる職種について、同表の右欄に掲げる等級に区分して実施する。

職 種 等 級

さく井、鋳造、鍛造、機械加工（普通旋盤及びフライス盤に係るものに限る。）、金属プレス加工、鉄工、建築板金（ダクト板
金に係るものに限る。）、工場板金（機械板金に係るものに限る。）、めっき、アルミニウム陽極酸化処理、仕上げ、機械検査、
ダイカスト、機械保全（機械系保全に係るものに限る。）、電子機器組立て、電気機器組立て（回転電機組立て、変圧器組立て、
配電盤・制御盤組立て、開閉制御器具組立て及び回転電機巻線製作に係るものに限る。）、プリント配線板製造、冷凍空気調和
機器施工、染色、ニット製品製造、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、布はく縫製、家具製作、建具製作、
印刷、製本、プラスチック成形、強化プラスチック成形、石材施工、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製
品製造、建築大工、かわらぶき、とび、左官、タイル張り、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、内
装仕上げ施工、熱絶縁施工、サッシ施工、ウェルポイント施工、表装、塗装（建築塗装、金属塗装、鋼橋塗装及び噴霧塗装に係
るものに限る。）及び工業包装

３級

さく井、鋳造、鍛造、機械加工、金属プレス加工、鉄工、建築板金、工場板金、めっき、アルミニウム陽極酸化処理、仕上げ、
機械検査、ダイカスト、機械保全、電子機器組立て、電気機器組立て、プリント配線板製造、冷凍空気調和機器施工、染色、ニ
ット製品製造、婦人子供服製造、紳士服製造、寝具製作、帆布製品製造、布はく縫製、家具製作、建具製作、印刷、製本、プラ
スチック成形、強化プラスチック成形、石材施工、パン製造、ハム・ソーセージ・ベーコン製造、水産練り製品製造、建築大工、
かわらぶき、とび、左官、タイル張り、配管、型枠施工、鉄筋施工、コンクリート圧送施工、防水施工、内装仕上げ施工、熱絶
縁施工、サッシ施工、ウェルポイント施工、表装、塗装及び工業包装

基礎１級及び基礎２級

紙器・段ボール箱製造 基礎２級

注 ３級の試験については、当該職種に係る基礎１級又は基礎２級に合格した者に限り受けることができる。

２ 試験の方法

実技試験及び学科試験

３ 実施期日及び実施場所

� 実施期日

ア 実技試験

平成２１年４月１日（水）から平成２２年３月３１日（水）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

イ 学科試験

平成２１年４月１日（水）から平成２２年３月３１日（水）までの間において、愛媛県職業能力開発協会が指定する日

� 実施場所

愛媛県職業能力開発協会が指定する場所

４ 技能検定受検申請書の提出期間

原則として、技能検定試験実施期日の３０日前まで受け付ける。

５ 技能検定受検申請書の請求先及び提出先

松山市三番町四丁目１０番地１ 愛媛県三番町ビル内

愛媛県職業能力開発協会
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監 査 公 表

インターネットによる受験申込みについては、平成１６年以降

に二級建築士試験又は木造建築士試験の受験申込みをした者の

うち、それぞれこれらの試験の申込みに必要な個人情報の使用

について、あらかじめ承諾をしている者に限り行うことができ

る。

平成２１年４月１日（水）午前１０時から４月７日（火）午後４

時までの間に、財団法人建築技術教育普及センターのホームペ

ージ（http：／／www．jaeic．jp／）において、必要な事項を入力し

て申し込むこと。

� 受付場所における受験申込み

ア 受験申込書は、平成２１年４月１３日（月）から４月１７日（金）

までの午前１０時から午後４時までの間に、イ（イ）に掲げる

提出先に直接提出すること。ただし、やむを得ない理由があ

ると認められる場合においては、同日までの消印があるもの

に限り、郵送による提出を受け付ける。

郵送による場合は、受験申込書に直接提出することができ

ないことを証する書面を添え、所要の郵便切手をはったあて

先明記の受験票返送用封筒を同封し、必ず書留速達郵便で送

付すること。

イ 受験申込書の請求先及び提出先

� 請求先

社団法人愛媛県建築士会（松山市二番町４丁目１番地５

愛媛県建築士会館内）

� 提出先

社団法人愛媛県建築士会（松山市二番町４丁目１番地５

愛媛県建築士会館内）

４ 建築設計製図の課題

平成２１年６月１０日（水）（予定）から財団法人建築技術教育普

及センター中国四国支部（広島県広島市中区大手町二丁目１１番１５

号）及び社団法人愛媛県建築士会（松山市二番町４丁目１番地５）

に掲示するとともに、学科の試験の試験場に掲示する。

５ 学科の試験の合格通知

� 二級建築士試験

平成２１年８月２５日（火）（予定）付けで通知する。

� 木造建築士試験

平成２１年９月８日（火）（予定）付けで通知する。

６ 合格発表

平成２１年１２月３日（木）（予定）付けの愛媛県報で公告する。

○公表第６号

平成２０年１２月２４日付けで、村田邦夫外１名から提出された措置請

求について、次のとおり決定した。

平成２１年３月３日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

決 定 書

請求人 松山市 村 田 邦 夫

同 伊予郡松前町 西 岡 祐 喜

平成２０年１２月２４日付けで上記請求人らから提出された措置請求に

ついて、次のとおり決定する。

主 文

１ 国賠訴訟の賠償金及び訴訟費用を執行責任者が県に返還する

よう求める請求を棄却する。

２ 請求人らのその余の請求を却下する。

第１ 請求の趣旨

請求人らの「愛媛県職員措置請求書」（以下「請求書」という。）

及び陳述の内容を総合すると、請求の趣旨は、次のとおりである。

１ 請求１

愛媛県警Ａ巡査部長（以下「巡査部長」という。）が、違法

な配転により精神的苦痛を受けたとして争ってきた裁判の控訴

審判決が高松高等裁判所にて出された。判決は松山地方裁判所

の一審判決に続いて、配転を「明らかに社会通念上著しく妥当

性を欠く」として、請求額満額である１００万円の慰謝料の支払

を命じた。この国賠訴訟の賠償金及び訴訟により費消された費

用は、愛媛県、ひいては愛媛県民の損害であり、その損害の責

は、配転及び控訴時にその責任者であった県警本部長や幹部、

被告であった県のトップであり公金の最高執行責任者である知

事にある。よってこれらの者に対して、国賠訴訟の賠償金及び

裁判に要した法定の訴訟費用の支出相当額（及び支出日の翌日

から支払済みに至るまでの法定利息を加えた）の金員を、各々

の職分と当該損害発生に寄与した程度に応じて分担し、県に返

還するよう必要な措置を講じることを求める（以下この請求を

「請求１」という。）。

２ 請求２

また、愛媛県警察（以下「県警」という。）組織内部での公

金の違法な処理である裏金づくりの実態を告発した公益通報者

Ａ氏に対して、このような不当かつ違法な「みせしめ」的配転

を行ったことは、ひいては県民全体の損害に直接に繋がるもの

であり、また公益通報者保護を謳った「公益通報者保護法」や

「国の行政機関の通報処理ガイドライン」の趣旨に反するもの

である。今後犯罪を告発し公益を守ろうとする者がこうした不

当かつ違法な処遇を受けることのないように、県警及び県警を

管理・監督すべき公安委員会、知事をはじめとする県の行政諸

機関に対して、同法及び同ガイドラインを厳格に遵守し、公益

通報者を確実に保護するよう認識を徹底するように勧告するこ

とを求める（以下この請求を「請求２」という。）。

３ 請求３

さらに、この違法配転の原因であり最も重大で深刻な問題で

ある県警の裏金作りとその存在について、その疑惑がますます

深まっている状況下において、監査委員はその職責と権限にお

いて捜査報償費等の違法な執行を停止するよう勧告することを

求める。その上で、如何に公金が違法に詐取、横領されている

のかその実態を解明し、今後公金である県民の財産が違法な行

為によって損害を被らないため、県警内部の組織改革と再発防

止体制を確立するための措置を講じるよう勧告することを求め

る。

また、県警を管理・監督するべく設定されていながら、その

機能を果たせていない県公安委員会の県警からの完全な独立性

を確保し、毅然とした態度で県警を管理指導するために必要な

公安委員会の組織改革と、そのために必要な条例の改正や予算

措置等、公安委員会の体質改善に資するあらゆる措置を講じる

ように勧告することを求める（以下この請求を「請求３」とい
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う。）。

第２ 請求の受理

本件請求は、平成２０年１２月２４日に受付し、審査を行った結果、

請求１について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」

という。）第２４２条に定める住民監査請求の要件を具備している

ものと認められたので、平成２１年１月１３日これを受理した。

なお、請求２及び請求３については、後述のとおり、それぞれ

当該請求が前記要件を具備しているものとは認められず、不適法

な請求であると判断した。

第３ 監査の実施

前記第２の判断に基づき、本件請求においては、請求１につい

て監査を実施した。

請求書及び陳述の内容を総合すると、請求１の主旨は、確定判

決に基づき支払った賠償金及び当該訴訟に費消した費用について

求償権の行使を求めるものであるので、国家賠償法（昭和２２年法

律第１２５号）第１条第２項に基づく求償権を行使しないことが違

法又は不当であるかを中心に監査を実施した。

１ 監査実施日

平成２１年１月２６日及び同月２８日に予備監査並びに同年２月９

日に委員監査を実施するとともに、必要に応じ関係職員から説

明を聴取し、関係資料、証拠書類等の検証を行った。

２ 監査対象機関

愛媛県警察本部（以下「警察本部」という。）及び愛媛県総

務部管理局人事課（以下「人事課」という。）を対象に監査し

た。

第４ 監査の結果

１ 事実

警察本部及び人事課を監査した結果、次の事実が認められた。

� 請求の契機となった判決

平成２０年９月３０日、高松高等裁判所において、平成１９年

（ネ）第３１２号損害賠償請求控訴事件（以下「控訴審」とい

う。）について、①本件控訴を棄却する、②控訴費用は控訴

人の負担とする旨の判決が言い渡され、確定した。

ア 損害賠償請求事件の概要

① 警察本部生活安全部地域課鉄道警察隊に所属していた

巡査部長が、捜査費等不正支出問題について記者会見を

行った後、上司である地域課長（以下「Ｂ地域課長」と

いう。）は、巡査部長のけん銃保管を地域課次長に命じ

（以下「本件けん銃保管」という。）、後日、地域課鉄

道警察隊から地域課通信指令室に課内配置換えする辞令

を交付した（以下「本件配置換え」という。）。

② 巡査部長は、本件配置換え等により精神的苦痛を被っ

たとして、愛媛県を被告として慰謝料を請求する国家賠

償請求の訴え（松山地方裁判所平成１７年（ワ）第６８号損

害賠償請求事件。以下「第一審」という。）を提起し、

後に勤勉手当の減額を請求原因に追加した。

③ 松山地方裁判所は、原告の請求を認容する判決を言い

渡したため、愛媛県はこれを不服として高松高等裁判所

に控訴したが、同裁判所は、控訴を棄却する旨の判決を

言い渡し、同判決は確定した。

以下に本件の経緯を時系列に示す（本項においては、

年号、年月日の表記を省略した。）。

（経緯）

１７．１．２０ 巡査部長が記者会見

Ｂ地域課長がけん銃保管

１７．１．２４ 生活安全部長が巡査部長に配置換えを内示

１７．１．２６ 警務課長が通信指令室企画係新設の訓令を専

決

１７．１．２７ Ｂ地域課長が巡査部長に通信指令室への異動

を命じる辞令を交付

１７．２．１０ 巡査部長が第一審を提訴

１７．２．２３ 巡査部長が県人事委員会に不服申立て

１７．４．１ 地域課長が交替（前鬼北警察署長）

１７．４．１８ 巡査部長のけん銃の保管方法を他の通信指令

室員と同様の方法に変更

１７．６．１０ 県警が巡査部長の記者会見における発言内容

についての調査結果を公表

１７．６．３０ 県警が巡査部長に平成１７年６月期の勤勉手当

を支給（勤務成績を「Ｃ下」と評定）

１７．１２．９ 県警が巡査部長に平成１７年１２月期の勤勉手当

を支給（勤務成績を「Ｃ下」と評定）

１８．２．３ 巡査部長が勤勉手当の減額を第一審の請求原

因に追加

１８．６．６ 県人事委員会が不服申立てを裁決（配置転換

処分を取り消す。）

１９．９．１１ 第一審判決（巡査部長の請求を認容）

１９．９．２１ 県議会で控訴議案を議決

１９．９．２５ 県が控訴

２０．９．３０ 控訴審判決（県の控訴を棄却）

２０．１０．６ 県警が上告断念を公表

２０．１０．１５ 控訴審判決が確定

２０．１０．２１ 県が慰謝料１００万円を供託

２１．１．２１ 県が巡査部長の勤勉手当に係る勤務評定を変

更し、差額を支給

イ 裁判所の判断

訴訟において争われた各争点に関して高松高等裁判所が

下した判断（確定審）は、あらまし次のとおりである。

① 争点１ 記者会見妨害行為の存否及び違法か否かにつ

いて

Ｂ地域課長は、被控訴人の監督者たる上司の立場から、

部下である被控訴人の記者会見に関する風評を入手した

際、その真偽を確認するために会見の内容について問い

を発したこと自体は適法な行為というべきであり、直ち

に表現の自由の侵害や公務員の告発義務の妨害あるいは

公益通報者保護法の趣旨違反にはならない。

② 争点２ 本件けん銃保管が違法か否かについて

当時の被控訴人については、精神的にいささか不安定

と判断されてもやむを得ない言動があったものと認めら

れ、けん銃規範第１８条第２項第４号に該当する事由があ

ったものというべきであるから、けん銃の管理責任者で

あるＢ地域課長の本件けん銃保管の判断は相当であり、

その裁量権の範囲を逸脱ないし濫用したものとはいえな

い。

③ 争点３ 本件配置換えが違法か否かについて

本件配置換えは、記者会見に端を発して実施されたも

のというほかなく、配置換えの権限者であるＢ地域課長
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があえて本件配置換えに及んだ意図は、記者会見に至る

経緯やその内容等に照らすと、捜査費等不正支出問題に

対する県警側の組織的対応とは別の行動をとった被控訴

人に対する嫌がらせないし見せしめのためと推認される

ところであり、明らかに社会通念上著しく妥当性を欠き

違法である。

④ 争点４ 勤勉手当減額が違法か否かについて

通常、業務懈怠の場合にあってしかるべき被控訴人に

対する注意や処分もなされた形跡はなく、本件配置換え

自体が違法であり、被控訴人の意に反している上に、新

部署は被控訴人が適任とは考え難いことに加えて、被控

訴人が本件訴訟を提起し、県人事委員会に不服申立てを

していた経緯のほか、被控訴人が県警に対して勤務成績

の評定に関する評価の説明を求めても何ら回答がなかっ

たことなどをも併せて考慮すると、被控訴人の成績の評

定を下げることは、社会通念上著しく不合理というべき

であり、勤勉手当の減額は違法というべきである。

⑤ 争点５ 損害額について

本件配置換えの内容やこれに至る経緯、特に職務上な

いし人事上の必要性や合理性とは全く無関係に、記者会

見に端を発して実施され、それが捜査費等不正支出問題

に対する県警側の組織的対応とは別の行動をとった被控

訴人に対する上司による嫌がらせないし見せしめと推認

される事情のほか、その後の勤勉手当の減額、被控訴人

の現職警察官としての立場、経歴等を併せ考慮すると、

被控訴人の精神的苦痛は大きいものというべきであり、

その慰謝料は１００万円を下回らないものと認めるのが相

当である。

⑥ なお、前記①から④までの争点については、いずれも、

警察本部長が指示をした事実を認めるに足りる証拠はな

い。

� 愛媛県の支出状況

警察本部において、歳出予算執行整理簿、支出証拠書類、

旅行命令簿等を調査したところ、本件に関する賠償金及び訴

訟費用の合計は４，４１１，５５０円であり、その支出状況は次のと

おりであった。

ア 賠償金 １，０００，０００円

平成２０年９月３０日、資金前渡の方法により県指定代理人

の警務部監察官室職員が１，０００，０００円を受領し、同年１０月

１５日及び同月２０日の両日、巡査部長に対し、警察本部にお

いて上記金員を渡そうとしたが、巡査部長が受領を拒否し

たため、民法（明治２９年法律第８９号）第４９４条に基づき、

松山地方法務局に供託した。

イ 訴訟費用 ３，４１１，５５０円

内訳は、第一審に要した費用が弁護士報酬、記録文書料、

証人及び職員の旅費等で合計２，４４８，５１０円、控訴審に要し

た費用が弁護士報酬、訴訟手数料、代理人（弁護士及び職

員）の旅費等で合計９６３，０４０円であり、平成１７年３月２９日

から平成２０年１２月１日までの間に適期に支出されていたこ

とを確認した。

また、控訴審判決において愛媛県の負担とされた訴訟費

用は、監査日現在支出されていない。

� 求償権行使の検討状況

ア 損害賠償審議会について

愛媛県においては、損害賠償に関する事務の適正化及び

円滑化を図ることを目的に、損害賠償審議会（以下「審議

会」という。）を設置し、公務執行中の職員が他人に損害

を加えた場合の県の損害賠償の要否やその額、求償権の行

使の決定等を審議しており、審議会の庶務は人事課におい

て処理している。

イ 本件の審議会への付議状況

損害賠償審議会要綱第４条では、部局の長は、所属職員

が公務執行中他人に損害を加えた場合において、損害賠償

を要すると認めるときは、直ちに審議会会長に通知し、会

長は、速やかに審議会に付議することとされている。

したがって、損害賠償の要否について争いがあり、裁判

等となった場合には、その結果いかんにかかわらず、審議

会の付議対象とはならない。

このため、本件については、審議会の付議対象とはなら

ず、求償権の行使についても付議されていない。

ウ 警察本部における求償権の検討状況

賠償金及び訴訟費用について、警察本部は求償権を行使

すべき事案ではないと判断している。

以下に警察本部の見解のあらましを示す。

� 賠償金について

控訴審判決で違法とされた本件配置換え及び勤勉手当

の減額については、次のとおり、いずれも判断に故意又

は重大な過失が認められないため、求償権は行使すべき

ではない。

ａ 本件配置換えについて

県警においては、万が一の事故やトラブルを回避す

る必要があると判断した場合には、所属長が、配置換

えを含めた適切な措置を講じており、けん銃携帯を要

する部署に勤務する警察官に対するけん銃保管措置を

講じた場合には、けん銃携帯を要しない勤務形態に変

更しているところ、本件配置換えは、Ｂ地域課長が、

職務執行に伴う事故やトラブルの危険を回避する必要

から、地域課内において、体制強化の必要があった通

信指令室に配置換えしたもので、処遇上も特段の不利

益を生じることはなく、むしろ、巡査部長が落ち着い

た環境で仕事ができるように配意して行った措置であ

るから、Ｂ地域課長に故意又は重大な過失は認められ

ない。

ｂ 勤勉手当の減額について

県警においては、割り当てられた職務、職務経験、

職員の能力、勤務実績などを総合的に判断して勤務評

定を行い、その評定に基づいて勤勉手当の額を決定し

ているところ、Ｂ地域課長の後任で勤勉手当の減額に

係る勤務成績の評定を行った地域課長（以下「Ｃ地域

課長」という。）は、本件配置換え前の勤務評定と比

較して評価したものではなく、巡査部長の評定期間中

における仕事ぶり、勤務実績、積極性を適正に評価し

たものであるから、Ｃ地域課長の勤務評定に故意又は

重大な過失は認められず、また、当該勤務評定に従っ

て勤勉手当を支給したことに故意又は重大な過失は認

められない。
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� 訴訟費用について

国家賠償法第１条第２項は、同条第１項により、国又

は公共団体が被害者に損害の賠償をした場合において、

故意又は重大な過失がある公務員に対して求償権を有す

ることを規定したものであるから、同条第２項に基づき

求償することができるのは、国又は公共団体が被害者に

対して賠償した損害に限られると解されている（高松高

裁平成１９年５月２４日判決、原審徳島地裁平成１８年１２月２７

日判決）ので、訴訟費用は、公務員個人に負担させるべ

きものではない。

２ 監査委員の判断

前項の事実に基づき、本件請求について次のとおり判断する。

〔請求１について〕

� 国家賠償法第１条第２項に基づく求償権を行使しないこと

が違法又は不当であるとの点について

ア 請求書及び陳述の内容を総合すると、請求人らは、賠償

金及び訴訟費用の支出は愛媛県の損害であり、損害に対す

る求償権は国家賠償法第１条第２項により保証されている

から、求償権を行使しないことが違法に当たると主張する。

イ そこで、国家賠償法で定める求償権についてみると、

「国家賠償法第１条第２項により公務員個人に求償するこ

とができるのは、被害者が被った損害に対する賠償額に止

まるというべきであり、公共団体が、被害者からの国家賠

償請求を争ったために要した費用は、それが公共団体にと

って必要な費用であったとしても、被害者の被った損害で

はないから、同条項による求償の対象とはならない」とさ

れており（浦和地裁平成８年６月２４日判決ほか同旨判例多

数）、賠償金額に含まれない訴訟費用を加害公務員に対し

て求償することはできない。

ウ また、賠償金について求償権を行使しないことが違法又

は不当であるかについて検討すると、国家賠償法第１条第

２項の求償権の行使が認められるための要件は、①国又は

公共団体が被害者に対し、現実に損害賠償金を支払ったこ

と、②加害公務員に故意又は重大な過失があることの２点

であり、ここにいう「重大な過失」とは、「通常人に要求

される程度の相当な注意をしないでも、わずかの注意さえ

すれば、たやすく違法有害な結果を予見することができた

場合であるのに、漫然とこれを見すごしたような、ほとん

ど故意に近い著しい注意欠如の状態を指す」（最高裁昭和

３２年７月９日第三小法廷判決）とされている。

エ 本件については、県警は賠償金１００万円を既に供託して

おり、要件①を具備しているのは明らかであるので、要件

②について検討すると、賠償金１００万円の認定要素が具体

的に何であるかについては必ずしも明確ではないが、控訴

審判決において、故意又は過失により違法とされたのは、

巡査部長に係る「配置換え」及び「勤勉手当の減額」であ

るから、求償権行使の要否についてこの２点を検討の対象

とする。

� 配置換えについて

控訴審判決は、本件配置換えについて、「被控訴人に

対する嫌がらせないし見せしめのためと推認される」と

して、違法と判断している。

一方、求償関係における公務員の故意又は重大な過失

については、公共団体の機関とこれに所属する職員等個

人とのいわば組織内部的なものであり、被害者に対する

関係のものとは必ずしも同じではないから、国・公共団

体と被害者との間の訴訟において、国・公共団体側に損

害賠償の責が認定されたとしても、求償権の行使につい

ては、国・公共団体は、裁判の結果に拘束されることな

く、公務員に故意又は重大な過失があったことを立証し

なければならないとされている。

これを本件配置換えについてみると、控訴審判決等に

おいて、配置換えの時期、配属先等、人事処分の内容に

ついて違法性が認定されているものの、けん銃保管措置

が講じられたことに伴う不可避な措置として本件配置換

えを行わざるを得なかった、とＢ地域課長が主張してい

たことなどを総合的に判断すると、違法性を認識し又は

それに近い著しい注意欠如の状態があったとまではいう

ことはできず、したがって、求償権を行使しうるほどの

故意又は重大な過失があったとは断定できない。

なお、本件配置換えの権限者はＢ地域課長であるので、

県警本部長らその他の者の故意又は過失について検討す

る必要はないものと考えられる。

� 勤勉手当の減額について

控訴審判決は、勤務成績の評定を下げたことは社会通

念上著しく不合理であり、これに伴う勤勉手当の減額も

違法であると判断している。

勤勉手当の支給に係る勤務成績の評定は、判決にも示

されているとおり、評定期間中に職員に割り当てられた

職務を遂行する上でどの程度の成績をあげたかなどに基

づいて判定するものであり、割り当てられた職務、職務

経験、職員の能力、勤務実績などを総合的に考慮してな

される専門的な判断であるから、評定権者の広範な裁量

権が認められているものである。

したがって、評定内容の当否について、違法だとする

判示があったとしても、そのことをもって、直ちに当時

の評定に故意又は重大な過失があったとまではいえるも

のではなく、むしろ評定に故意又は重大な過失があるか

を検討するに当たっては、評定権者が評定に当たって個

人的利害や感情など勤務成績に基づかない恣意的評定が

なされたような事実が認められるかどうかにより判断す

べきであると考えられる。

この点についてみると、Ｃ地域課長は、平成１６年１２月

から平成１７年３月までの期間について、Ｂ地域課長の評

定を引き継いだ上で、最終的な評定決定を行っているも

のであり、その際、記者会見及び配置換え当時は鬼北警

察署長であったＣ地域課長が、恣意等に基づいた人事評

価を行うべき事情は認められず、また、評定理由等をみ

ても、勤務成績に基づかない恣意的な内容も見受けられ

ないことから、Ｃ地域課長に故意又は重大な過失があっ

たとは断定できない。

なお、勤務成績の評定権者はＣ地域課長であるので、

配置換え同様、県警本部長らその他の者の故意又は過失

について検討する必要はないものと考えられる。

オ よって、Ｂ地域課長及びＣ地域課長に故意又は重大な過

失があったとまでは認めることができず、賠償金について
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求償権を行使しないことは違法又は不当であるとはいえな

い。

� 賠償金及び訴訟費用の支出が違法又は不当であるとの点に

ついて

請求人らは、本件請求において、原因となる先の違法行為

によって生じた財務会計行為もまた違法であるから、賠償金

及び訴訟費用の支出自体も違法な支出である（「違法性の承

継」）と主張している。

仮に、この主張に理由があるとすれば、賠償金等の支出そ

のものの根拠が否定されることによって、請求人らが請求の

対象とする本件求償権は発生し得ないものであるが、求償権

行使の源泉にかかわる論点提起であるので、見解を示してお

く。

ア 請求人らは、賠償金及び訴訟費用の支出を違法とする根

拠として、昭和６０年の最高裁判決を引用し、「公金の支出

が違法となるのは、単にその支出自体が直接法令に違反す

る場合だけでなく、その支出の原因となる行為が法令に違

反し許されない場合の支出もまた違法となる」（最高裁昭

和６０年９月１２日第一小法廷判決）のであるから、確定判決

により違法とされた配置換えないし勤勉手当の減額を原因

として支出された賠償金及び訴訟費用も違法な支出である

と主張する。

イ しかしながら、この点については、財務会計上の行為の

原因となる行為の違法によって当該財務会計上の行為が違

法となるには、少なくとも、当該原因行為が当該財務会計

上の行為を適法に行うための要件となっている場合など前

者が後者の直接の原因ということができるような密接かつ

一体的な関係があることを要する（東京高裁平成４年１１月

３０日判決）と解されている。

ウ そこで、これを本件請求についてみると、当該賠償金は、

本件配置換えないし勤勉手当の減額を違法と判断されたこ

とに起因するものではあるが、直接的には支払を命ずる確

定判決に基づき支出されたものであり、本件配置換え等が

支出の直接の原因となる関係にあるものではない。

よって、確定判決により支払を命ぜられた賠償金の支出

が違法でないことは自明というべきである。

エ 次に、訴訟費用についてみると、第一審に要した費用は、

提訴に対して応訴したことにより生じたものであり、また、

控訴審に要した費用は、第一審の結果を受け、県の主張が

認められなかった部分について、改めてその是非を問うた

め控訴したことから必要となったものである。

つまり、訴訟費用の支出の直接の原因は、応訴ないし控

訴したことによるものであり、本件配置換え等が原因とな

るものではない。（なお、請求人らは、陳述において、返

還を求めている訴訟費用とは、法定訴訟費用をいい、弁護

士費用等は含まないとしている。）

オ 以上のとおり、賠償金及び訴訟費用の支出に関して、請

求人らが主張する、いわゆる「違法性の承継」に当たる違

法性は認められないと判断する。

なお、前記第３に記述した監査において、支出負担行為

書等関係帳票を検証するとともに、職員から聴き取り調査

を行った結果、賠償金、訴訟費用とも、その支出時期、支

出手続において、適正に執行されていることを確認してい

る。

〔請求２について〕

請求人らは、公金の違法処理が行われているとして告発を

行った巡査部長に対する県警の対応が「公益通報者保護法」

や「国の行政機関の通報処理ガイドライン」の趣旨に反して

いると主張し、今後犯罪を告発し公益を守ろうとする者がこ

うした処遇を受けることのないよう、関係諸機関に対し、認

識の徹底を求めている。

しかしながら、住民監査請求の対象となるのは、違法又は

不当な財務会計上の行為（すなわち、①公金の支出、②財産

の取得、管理又は処分、③契約の締結又は履行、④債務その

他の義務の負担）又は一定の怠る事実（すなわち、⑤公金の

賦課又は徴収を怠る事実、⑥財産の管理を怠る事実）に限ら

れており、請求２で請求人らが摘示する配置換えの事実は、

法第２４２条第１項で定める財務会計上の行為又は怠る事実に

当たるとは認められない。

〔請求３について〕

請求人らは、捜査報償費等の違法な執行を停止し、その上

で県警内部の組織改革と再発防止体制の確立及び県公安委員

会の組織改革と同委員会の体質改善に資する措置を講じるよ

う求めている。

住民監査請求については、請求に当たり、違法又は不当で

あるとする財務会計上の行為又は怠る事実を具体的かつ客観

的に示すこととされているところ、請求人らが請求書及び陳

述において提出した書面には、これまでの県警による調査や

特別監査の経緯、捜査報償費の執行率の推移、旅費に関する

巡査部長の指摘、他県の状況等が記載されているが、これら

の記述には、県警における捜査報償費等の県費の執行につい

て、違法又は不当とする事実及び根拠が具体的かつ客観的に

示されていない。

なお、これに関して、請求人らは、陳述書において最高裁

判決（平成１６年１１月２５日第一小法廷判決）を引用し、「住民

監査請求においては、対象とする財務会計上の行為又は怠る

事実を、他の事項から区別し特定して認識することができる

ように、個別的、具体的に摘示することを要するが、監査請

求書及びこれに添付された事実を証する書面の各記載、監査

請求人が提出したその他の資料等を総合して、住民監査請求

の対象が特定の当該行為等であることを監査委員が認識する

ことができる程度に摘示されているのであれば、これをもっ

て足りるのであり、上記の程度を超えてまで当該行為等を個

別的、具体的に摘示することを要するものではないというべ

きである。」と主張する。

しかしながら、当該判決は、ある県が複数年度につき特定

の費目に該当する費用の支出について個々の支出ごとに調査

を行い、その結果として不適切な支出の合計額を公表したと

いう事実関係の下で、当該不適切とされた支出を対象として

なされた住民監査請求に関して判示されたものであり、その

前提において、本件請求とは異なるものであるから、判旨を

そのまま採用することはできず、むしろ、当該判決が「以上

と異なる趣旨をいうものではない」として引用している最高

裁判決（平成２年６月５日第三小法廷判決）が判示するよう

に、「住民監査請求においては、対象とする当該行為等を監

査委員が行うべき監査の端緒を与える程度に特定すれば足り
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るというものではなく、当該行為等を他の事項から区別して

特定認識できるように個別的、具体的に摘示する」ことを要

するというべきである。

よって、請求３については、法第２４２条に定める住民監査

請求の要件を具備しているとは認められない。

第５ 結論

以上のとおり、本件請求のうち、請求１については、国家賠償

法第１条第２項に基づく求償権を行使しないことについて、違法

又は不当であるとは認められない。

したがって、県警本部長や県警幹部及び知事に対して、賠償金

及び訴訟費用に係る支出相当額を県に返還する措置を講じるよう

求める請求人らの請求は、理由がない。

また、請求２及び請求３については、法に定める住民監査請求

の要件を具備しているものとは認められず、この部分については

不適法な請求であると判断する。

よって、主文のとおり決定する。

第６ 付記

本件請求に対する判断は前記のとおりであるが、監査委員とし

て所見を表明しておくことが適当と考えるので、以下に付記する。

１ 今回の損害賠償請求事件の提訴に伴う賠償金及び訴訟費用の

支出については、結果的に公金、いわば県民の税金が使われた

ことは事実である。

県公安委員会及び県警においては、今回の訴訟の発端となっ

た配置換えなど一連の措置・対応を十分検証し、今後不要な公

金の支出を招くことのないよう十分配意するとともに、広く県

民の理解と信頼が得られるよう努められたい。

２ また、本件のように、判決等に基づき損害賠償を行った場合、

求償権を行使するかどうかの判断を各所属が行っているが、今

後、求償すべき事例が生じることも想定されるので、求償権行

使の要否をより客観的に判断するため、審議会に発議機能を付

与するなど、運用体制の整備が図られることを期待する。

平成２１年２月１９日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治
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